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議案第１号　　出産育児一時金の改定について

南国市国民健康保険条例第５条　出産育児一時金の支給額を「40万4千円」から「40万8千円」に改める。

〇第５条　対照表

　　※分娩に関連して発症した出生児の重度脳性まひに対する補償の機能と脳性まひの原因分析・再発防止の機能とを併せ持つ制度として創設。

 　　  制度に加入している医療機関でのみ利用可能。

　≪参考≫健康保険法施行令第36条　「法第101条の政令で定める金額は、40万8千円とする。ただし、（以下省略）」

　　　　　　 　健康保険法第101条　「 被保険者が出産したときは、出産育児一時金として、政令で定める金額を支給する。 」

ないよう、健康保険法施行令第36条出産育児一時金の支給額が40万4千円から40万8千円に変更された（施行日は令和4年1月1日）。

同施行令の改正を受け、本市出産育児一時金についても額を改めるもの。

　出産育児一時金は産科医療補償制度※を利用した場合、その掛金を含めて42万円支給している。

令和4年1月1日から同制度の掛金が1万6千円から1万2千円に引き下げられることとなったが、少子化対策の観点から出産育児一時金の支給額に影響が

〇改正の背景

現 　行 改 　正 　案

　    被保険者が出産したときは，当該被保険者の属する世帯の世帯主に 　   被保険者が出産したときは，当該被保険者の属する世帯の世帯主に

   対し出産育児一時金として40万4千円を支給する。ただし，（以下省略）   対し出産育児一時金として40万8千円を支給する。ただし，（以下省略）

 



 

〇産科医療補償制度とは

公益財団法人日本医療機能評価機構　ホームページより引用
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 4 ≪差し替え≫

報告第１号  令和２年度南国市国民健康保険特別会計決算報告について

歳　　入 (単位：千円) 歳　　出 (単位：千円)

現年度分 947,197 936,751 935,489 △ 11,708 78,809 75,807 75,036 △ 3,773

滞納分 54,460 38,226 57,199 2,739 療養給付費 3,514,457 3,610,000 3,492,153 △ 22,304

小   計 1,001,657 974,977 992,688 △ 8,969 療養費 21,591 25,000 20,886 △ 705

総務手数料 2 1 3 1 審査支払手数料 12,366 12,000 11,380 △ 986

督促手数料 696 1,000 641 △ 55 高額療養費 548,233 593,549 587,919 39,686

小   計 698 1,001 644 △ 54 高額介護合算療養費 780 400 221 △ 559

5,353 2,747 10,781 5,428 高額外来年間合算療養費 0 1,165 1,165

普通交付金 4,074,450 4,240,999 4,100,054 25,604 出産育児諸費 13,011 18,913 10,281 △ 2,730

特別交付金 101,660 79,084 107,193 5,533 葬祭費 2,040 2,400 1,770 △ 270

小   計 4,176,110 4,320,083 4,207,247 31,137 移送費 0 50 0 0

一般会計繰入金 527,515 530,746 512,253 △ 15,262 傷病手当金 0 12 12

基金繰入金 39,486 61,811 14,156 △ 25,330 小   計 4,112,478 4,262,312 4,125,787 13,309

小   計 567,001 592,557 526,409 △ 40,592 医療給付費分 1,131,200 1,104,237 1,122,608 △ 8,592

0 1 0 0 後期高齢者支援金等分 319,039 308,252 299,697 △ 19,342

37,152 16,704 25,911 △ 11,241 介護納付金分 106,238 113,264 96,993 △ 9,245

5,787,971 5,908,070 5,763,680 △ 24,291 小   計 1,556,477 1,525,753 1,519,298 △ 37,179

共同事業拠出金 1 10 1 0

保健衛生普及費 11,298 14,884 14,223 2,925

特定健康診査等事業費 26,321 25,951 23,488 △ 2,833

小   計 37,619 40,835 37,711 92

基金積立金 27 1 11 △ 16

0 10 0 0

その他の支出 2,560 3,342 5,836 3,276

5,787,971 5,908,070 5,763,680 △ 24,291

令和２年度
当初予算額

歳 出 合 計

対前年増減額 対前年増減額

国庫支出金

保
険
給
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費

令和２年度
決算額

県
支
出
金

繰
入
金

国
保
税

総務費

使
用
料
及
び

手
数
料

科     目
令和元年度

決算額
令和２年度

決算額
令和元年度

決算額
科     目

令和２年度
当初予算額

歳 入 合 計

公債費

国
保
事
業
費
納
付
金

保
健
事
業
費

繰越金

その他の収入

 



(単位：千円) (単位：千円)

保険税 992,688

17%

使用料及び手数料

644
0%

国庫支出

金 10,781

0%

県支出金 4,207,247

73%

繰入金 526,409

9%

繰越金 0

0%

その他の収入

25,911
1%

総務費

75,036
1%

保険給付費

4,125,787
72%

国保事業費納付金

1,519,298
26%

共同事業拠出金 1

0%

保健事業費

40,658    
1%

基金積立金 11

0% 公債費 0

0%

その他の支出

5,836
0%

歳入 歳出

令和２年度 決算

 5



 6 
議案第２号　　南国市国保の現状と課題について

○南国市国保の状況
被保険者数等の推移

人　　口 世帯数 被保険者数
１世帯当たり
被保険者数 国保加入率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｃ）／（Ｂ） （Ｃ）／（Ａ） （Ｄ） （Ｄ）／（Ｃ） （Ｅ） （Ｅ）／（Ｃ） （Ｆ） （Ｆ）／（Ｃ）

平成28年 47,766 7,230 11,775 1.63 24.65 11,370 96.56 405 3.44 5,041 42.81

平成29年 47,540 7,055 11,349 1.61 23.87 11,136 98.12 213 1.88 5,070 44.67

平成30年 47,176 6,882 10,994 1.60 23.30 10,909 99.23 85 0.77 5,054 45.97

令和元年 46,967 6,695 10,586 1.58 22.54 10,566 99.81 20 0.19 4,966 46.91

令和 2年 46,719 6,574 10,260 1.56 21.96 10,348 100.86 0 0.00 4,937 48.12

　　国保税・保険給付費・国保財政調整基金の状況 （単位：千円）

対前年差引額対前年比（％） 対前年差引額 対前年比（％） 繰入額 残額

平成28年 1,094,321 19,047 101.6 4,274,239 123,969 103.1 19,621 79,302

平成29年 1,121,756 27,435 102.5 4,230,145 △ 44,094 99.0 0 168,071

平成30年 1,033,778 △ 87,978 92.2 4,230,161 16 100.0 0 288,562

令和元年 1,001,657 △ 32,121 96.9 4,112,478 △ 117,683 97.2 39,486 249,102

令和 2年 992,688 △ 8,969 99.1 4,125,788 13,310 100.3 14,156 234,957

　　医療費の推移　一人当たり療養諸費費用額  （単位：円、％）

　　　全　　　体 一　　般 　　　退　　　職 高知県平均 全国平均

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比 対前年比

平成28年 428,749 104.1 423,750 103.7 569,067 121.2 411,083 101.1 352,839 100.9
平成29年 438,647 102.3 437,200 103.2 514,300 90.4 420,471 102.3 362,159 102.6
平成30年 450,368 102.7 450,013 102.9 496,035 96.4 430,209 102.3 367,989 101.6
令和元年 452,030 100.4 452,533 100.6 186,250 37.5 439,366 102.1 378,939 103
令和 2年 460,030 101.8 460,024 101.7 0 0

　年度

一　人　当　た　り　療　養　諸　費　費　用　額

（単位：人、％）

　年度

国　　　　　　民　　　　　　健　　　　　　康　　　　　　保　　　　　　険

一　　般 退　　　職 前期高齢者（65～74歳）

（注）人口は年度末

年度 国　保　税 保険給付費
国保財政調整基金



 

総 数, 11,775 
11,349 

10,994 
10,586 10,348 一 般, 11,370 11,136 10,909
10,566 10,348

退 職, 405 213 85 20 0

65～74歳, 5,041 5,070 5,054 4,966 4,937
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国保税, 1,033,778 国保税, 1,001,657 国保税, 992,688 

保険給付費, 4,274,239 保険給付費, 4,230,145 保険給付費, 4,230,161 
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残額
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南国市, 428,749 

438,647 
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　 平成28年度から令和2年度の決算状況です。形状収支①が黒字だった平成29，30年度は税率改正を行い、余剰分を基金として積み立てることができました。

しかし、直近２か年（令和元年、令和２年度）では基金を取り崩して補填しましたので、実質的には赤字となっております。

国保加入者は減少していますが、医療の高度化や高齢化の進行に伴い医療費は毎年増加しており、国民健康保険は厳しい財政運営が続いています。
（単位：円）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
歳
　
入

1,094,321,076 1,121,756,091 1,033,777,843 1,001,656,791 992,687,575

848,477 837,223 725,200 698,400 644,117

1,528,400,611 1,601,740,778 5,353,000 10,781,000

254,266,204 120,365,000

歳 1,504,123,107 1,591,631,641

323,960,111 294,032,815 4,295,361,330 4,176,110,037 4,207,247,379

1,570,598,181 1,590,337,303

法定内繰入 484,804,284 509,985,402 532,413,769 527,514,512 512,253,232

入 繰入金 法定外繰入 0 0 0 0 0

基金等 19,621,162 0 0 39,485,735 14,155,781

0 0 107,240,275 0 0

その他の収入 29,303,787 30,517,361 28,958,444 37,152,111 25,911,390

合　計（　Ａ　） 6,810,247,000 6,861,203,614 5,998,476,861 5,787,970,586 5,763,680,474歳
　
出

総務費 74,774,601 78,349,915 71,547,372 78,809,189 75,036,529

保険給付費 4,274,238,644 4,230,144,513 4,230,160,959 4,112,477,677 4,125,787,641

1,422,005,726 1,556,477,034 1,519,298,030

歳 646,187,373 624,436,142

介護納付金 234,333,005 222,287,321

共同事業拠出金 1,515,181,314 1,439,317,188 679 820 720

出 保健事業費 36,661,232 38,395,043 39,396,355 37,618,744 37,710,676

16,370 8,258 15,323 26,922 10,906

0 0 0 0 0

その他の支出 28,854,461 32,264,674 114,874,808 2,560,200 5,835,972

合　計（　Ｂ　） 6,810,247,000 6,665,203,054 5,878,001,222 5,787,970,586 5,763,680,474

　形式収支　①　（ Ａ-Ｂ ） 0 196,000,560 120,475,639 0 0

0 107,240,275 0 0 0

（a） 前年度繰越金 0 0 107,240,275 0 0

88,760,285 120,475,639

（b） 基金繰入金 19,621,162 0 0 39,485,735 14,155,781

79,301,844 168,070,387 288,561,349 249,102,536 234,957,661

　　　「基金繰入金」とは・・・・国民健康保険財政調整基金（※）からの取り崩し額　　　　※財源不足に充てるなど財政の円滑な運営を図ることを目的に積み立てられている基金

〇５か年の決算状況

　　　「形式収支」とは（①）・・・・・歳入決算額から歳出決算額を単純に差し引いた額

＜用語説明＞

　財政調整基金総額　（利息分含む）

（ｃ） 基金積立（利息分除く）

国　　保　　税

国庫支出金

繰越金

（ｄ） 翌年度へ繰越

使用料及び手数料

事業費納付金

基金積立金

公債費

前期高齢者交付金

県支出金

共同事業交付金

後期高齢者支援金等

療養給付費交付金



〇 令和３年度南国市国民健康保険特別会計　当初予算及び国保税収納見込み

歳　　入 (単位：千円) 歳　　出 (単位：千円)

令和２年度当初予算額 令和３年度当初予算額 比  較 令和２年度当初予算額 令和３年度当初予算額 比  較

現年度分 936,751 836,374 △ 100,377 75,807 75,799 △ 8

滞納分 38,226 42,662 4,436 療養給付費 3,610,000 3,610,000 0

小   計 974,977 879,036 △ 95,941 療養費 25,000 25,000 0

総務手数料 1 1 0 審査支払手数料 12,000 12,000 0

督促手数料 1,000 1,000 0 高額療養費 593,549 593,549 0

小   計 1,001 1,001 0 高額介護合算療養費 400 400 0

2,747 0 △ 2,747 高額外来年間合算療養費 0 1,200 1,200

普通交付金 4,240,999 4,242,199 1,200 出産育児諸費 18,913 16,810 △ 2,103

特別交付金 79,084 104,120 25,036 葬祭費 2,400 2,400 0

小   計 4,320,083 4,346,319 26,236 移送費 50 50 0

一般会計繰入金 530,746 520,202 △ 10,544 小   計 4,262,312 4,261,409 △ 903

基金繰入金 61,811 100,090 38,279 医療給付費分 1,104,237 1,090,880 △ 13,357

小   計 592,557 620,292 27,735 後期高齢者支援金等分 308,252 284,859 △ 23,393

1 1 0 介護納付金分 113,264 100,804 △ 12,460

その他の収入 16,704 16,704 0 小   計 1,525,753 1,476,543 △ 49,210

5,908,070 5,863,353 △ 44,717 共同事業拠出金 10 10 0

保健衛生普及費 14,884 17,694 2,810

国保税収納見込み（Ｒ2は実績、Ｒ3は見込み） 特定健康診査等事業費 25,951 28,565 2,614

当初課税 調定額 収納額 収納率 小   計 40,835 46,259 5,424

現年 980,833,800 982,929,300 935,488,454 95.17 基金積立金 1 1 0

滞納 146,654,814 145,221,114 57,199,121 39.39 10 10 0

現年 958,691,300 951,166,400 903,608,080 95.00 その他の支出 3,342 3,322 △ 20

滞納 122,034,763 121,842,163 47,518,443 39.00 5,908,070 5,863,353 △ 44,717

国庫支出金

県
支
出
金

繰
入
金

繰越金

保
険
給
付
費

国
保
事
業
費
納
付
金

科     目 科     目

国
保
税

総務費

使
用
料
及

び
手
数
料

公債費

歳 入 合 計
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健
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 10〇県の保険料（税）水準統一に向けた動き



〇県の保険料（税）水準統一に向けた動き
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 12〇県の保険料（税）水準統一に向けた動き

 



 〇県の保険料（税）水準統一に向けた動き
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 14〇県の保険料（税）水準統一に向けた動き



 〇県の保険料（税）水準統一に向けた動き
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 16〇県の保険料（税）水準統一に向けた動き

 



〇県の保険料（税）水準統一に向けた動き
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〇今後の市の対応と課題について

県内での保険料（税）水準の統一が決定してから、税率改定するのでは遅い（被保険者への急激な負担増となってしまう）。

現在、県の示す標準保険料率と市税率には乖離がある（特に均等割）。

例えば、令和3年度における税率での試算を比較すると、標準保険料率の方が調定額で約5,500万円増となる。

統一基準が策定されるまで（R5年度）には、県が示す標準保険料率に税率を近づけておく必要がある。

令和3年度は税率を変更せず、コロナや税制改正の影響による税収減については国保財政調整基金に頼って予算編成している。

ここ数年、基金を取り崩し赤字補填してきたが、被保険者数は減少する一方で医療費は増加している昨今の状況を考えると

残り少ない基金で対応することは限界があり、財政運営は非常に厳しい。

コロナ禍の厳しい状況ではあるが、先を見据えて来年度の税率を上げていかざるをえない。

ただし、県の標準税率をそのまま税率として採用するのではなく、国保世帯への負担がなるべく少ないところでの税率を考えていく。

R3国保税率

所得割率
(%)

均等割額
(円）

平等割額
（円）

所得割率
(%)

均等割額
(円）

平等割額
（円）

所得割率
(%)

均等割額
(円）

平等割額
（円）

8.3 26,300 30,000 2.6 8,100 9,400 2.3 9,100 7,200

R3県の標準保険料率

所得割率
(%)

均等割額
(円）

平等割額
（円）

所得割率
(%)

均等割額
(円）

平等割額
（円）

所得割率
(%)

均等割額
(円）

平等割額
（円）

8.51 35,008 24,031 2.60 10,419 7,152 2.46 12,476 6,301

※均等割・・・世帯の中で、国保の被保険者数に応じて計算します
※平等割・・・１世帯いくらと計算します

南国市
国保税率

医療分（最高限度額：63万円） 後期高齢者支援金分（最高限度額：19万円） 介護納付金分（最高限度額：17万円）

R3南国市
標準保険料率

医療分 後期高齢者支援金分 介護納付金分

 



令和４年度の国保制度改正について

◎未就学児分の均等割を軽減 【決定事項】 ※20～21ページを参照ください。

令和４年度の国保税から未就学児分の均等割を５割軽減することとなりました。

適用対象世帯について所得等の制限はありません。

軽減分に対しては公費が充てられます（国1/2、県1/4、市1/4）。

〇国保税の課税限度額の見直しの動き　【年末に方針決定】

国保税の負担額は一定の上限額が設けられています（基礎課税分６３万円、後期高齢者支援金分１９万円、介護納付金分１７万円）。

上限額を引き上げることで、高所得層に多く負担してもらうことが反面、中間所得層に配慮した税率の設定が可能となります。

令和３年度はコロナで据え置かれましたが、国は令和４年度の引き上げについて議論しており、年末までに決定されます。

〇低所得者に係る軽減判定所得の見直しの動き　【年末に方針決定】

国保税では低所得者に対する軽減措置として所得に応じて、７割、５割、２割軽減しています。

５割、２割軽減の判定基準額は物価上昇の影響で軽減を受ける世帯が縮小しないよう経済動向等を踏まえて見直しています。

国はコロナによる景気の動向を踏まえて、令和４年度の軽減判定所得の基準額引き上げを検討中で年末までに決定されます。
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令和３年７月　令和３年度都道府県ブロック会　資料より

≪税率改定する場合のスケジュール≫

１１月下旬以降　　　　　　　　　Ｒ４納付金仮算定の提示あり。Ｒ４国保税の試算
１２月中旬以降　　　　　　　　第２回国保運営協議会の開催（税率改定にかかる諮問）
１２月下旬以降　　　　　　　　　Ｒ４納付金、標準保険料率の確定
１月中 第３回国保運営協議会の開催（答申）
３月 ３月議会（市税率、Ｒ４予算の決定）



 

資料１　国保税・保険給付費・基金の推移

（単位：千円)

対前年差引額 対前年比（％） 対前年差引額 対前年比（％） 繰入額 残額

平成２８年度 1,094,321 1,502 100.1 4,274,239 28,273 100.7 19,621 79,302

平成２９年度 1,121,756 27,435 102.5 4,230,145 △ 44,094 99.0 0 168,071

平成３０年度 1,033,778 △ 87,978 92.2 4,230,161 16 100.0 0 288,562

令和元年度 1,001,657 △ 32,121 96.9 4,112,478 △ 117,683 97.2 39,486 249,102

令和２年度 992,688 △ 8,969 99.1 4,125,788 13,310 100.3 14,156 234,957

国　保　税 保険給付費
国保財政調整基金
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資料２　被保険者数等の推移

人　　口 世帯数 被保険者数
１世帯当たり
被保険者数 国保加入率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｃ）／（Ｂ） （Ｃ）／（Ａ） （Ｄ） （Ｄ）／（Ｃ） （Ｅ） （Ｅ）／（Ｃ） （Ｆ） （Ｆ）／（Ｃ）

Ｈ28 47,766 7,230 11,775 1.63 24.65 11,370 96.56 405 3.44 5,041 42.81

Ｈ29 47,540 7,055 11,349 1.61 23.87 11,136 98.12 213 1.88 5,070 44.67

Ｈ30 47,176 6,882 10,994 1.60 23.23 10,909 99.21 85 0.80 5,054 45.92

R1 46,967 6,695 10,586 1.58 22.54 10,566 99.81 20 0.19 4,966 46.91

R2 46,719 6,574 10,348 1.57 22.15 10,348 100.00 0 0.00 4,937 47.71

R3 46,729 6,580 10,197 1.55 21.82 10,197 100.00 0 0.00 4,974 48.78

　　　世帯数及び被保険者数は事業年報による年度平均（令和3年度は8月月報数値)

　
年
度

一　　般 退　　　職 前期高齢者（65～74歳）

（注）人口は年度末（令和3年度は8月末時点）

（単位：人、％）

国　　　　　　民　　　　　　健　　　　　　康　　　　　　保　　　　　　険



 

　　　　　（単位：千円、％）

老人分の

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比 占める割合

Ｈ28 5,048,515 100.3 4,818,043 101.7 230,472 76.9

Ｈ29 4,978,201 98.6 4,868,655 101.1 109,546 47.5

Ｈ30 4,953,150 99.5 4,910,987 100.9 42,163 38.5

R1 4,785,190 96.6 4,781,465 97.4 3,725 8.8

R2 4,760,386 99.5 4,760,330 99.6 56 1.5

療　　　養　　　諸　　　費　　　額

資料３　医療費の状況

　
年
度 　　　　全　　　体 　　　　退　　職  　 　　　　老　　人 　　 　　　　一　　般

医療費の推移（１）　療養諸費額
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医療費の推移（２）　一人当たり療養諸費額  （単位：円、％）

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比 対前年比

Ｈ28 428,749 104.1 423,750 103.7 569,067 121.2 411,083 101.1 352,839 100.9

Ｈ29 438,647 102.3 437,200 103.2 514,300 90.4 420,471 102.3 362,159 102.6

Ｈ30 450,368 102.7 450,013 102.9 496,035 96.4 430,209 102.3 367,989 101.6

R1 452,030 100.4 452,533 100.6 186,250 37.5 439,366 102.1 378,939 103.0

R2 460,118 101.8 460,113 101.7 0 0.0

　　（注）一人当たり療養諸費費用額は、療養諸費費用額を３－２ベースによる年間平均被保険者数で除した金額。

　　　　　

　
年
度 　　　全　　　体 　　　退　　　職 全国平均一　　般

一　人　当　た　り　療　養　諸　費　額

高知県平均



被保険者
数（人）

費用額（円）
一人当たり
療養諸費

（円）
　　　　～64歳 6,329 1,998,950,302 315,840
　　 65～69歳 2,917 1,392,500,125 477,374
　　 70～74歳 2,124 1,426,592,161 671,654
（再掲）65～74歳 5,041 2,819,092,286 559,233

小計 11,370 4,818,042,588 423,750
405 230,472,269 569,067

11,775 5,048,514,857 428,749

　　　　～64歳 6,066 1,983,199,408 326,937
　　 65～69歳 2,792 1,347,737,601 482,714
　　 70～74歳 2,278 1,537,717,850 675,030
（再掲）65～74歳 5,070 2,885,455,451 569,123

小計 11,136 4,868,654,859 437,200
213 109,546,073 514,301

11,349 4,978,200,932 438,647

　　　　～64歳 5,859 1,931,945,268 329,740
　　 65～69歳 2,477 1,263,451,173 510,073
　　 70～74歳 2,577 1,715,590,386 665,732
（再掲）65～74歳 5,054 2,979,041,559 589,442

小計 10,913 4,910,986,827 450,013
85 42,162,640 496,031

10,998 4,953,149,467 450,368

　　　　～64歳 5,600 1,840,051,483 328,581
　　 65～69歳 2,265 1,046,905,269 462,210
　　 70～74歳 2,701 1,894,508,766 701,410
（再掲）65～74歳 4,966 2,941,414,035 592,311

小計 10,566 4,781,465,518 452,533
20 3,724,855 186,243

10,586 4,785,190,373 452,030

　　　　～64歳 5,411 1,783,077,857 329,528
　　 65～69歳 2,095 1,036,389,999 494,697
　　 70～74歳 2,842 1,940,861,784 682,921
（再掲）65～74歳 4,937 2,977,251,783 603,049

小計 10,348 4,760,329,640 460,024
0 55,810 0

10,348 4,760,385,450 460,030

区　　分

28
年
度

一
般

年度別・年齢別の被保険者数・一人当たり療養諸費について

退　　職
合　　　　計

一
般

2
年
度

一
般

29
年
度

30
年
度

合　　　　計

退　　職
合　　　　計

退　　職
合　　　　計

元
年
度

退　　職
合　　　　計

退　　職

一
般

一
般

559,233 569,123

589,442 592,311
603,049

569,067
514,301

496,031

186,243

0

428,749
438,647 450,368 452,030 460,030

315,840
326,937 329,740 328,581

329,528

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

一人当たり療養諸費の推移

一般（65～74歳）

退職

合計

一般（～64歳）

（円）
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（基礎分） （後期支援金分） （介護分）

年度 所得割 資産割 均等割 平等割 最高限度額 一般 退職 計 所得割 資産割 均等割 平等割 最高限度額 一般 退職 計 所得割 資産割 均等割 平等割 最高限度額 一般 退職 計

H24 7.8 28.0 25,000 27,000 510,000 93.07 96.59 93.43 2.2 9.5 6,000 5,000 140,000 93.36 96.75 93.72 1.8 6.9 7,500 5,900 120,000 90.63 96.69 92.04

H25 7.8 28.0 25,000 27,000 510,000 93.10 96.88 93.44 2.2 9.5 6,000 5,000 140,000 93.34 97.02 93.68 1.8 6.9 7,500 5,900 120,000 90.10 96.97 91.56

H26 7.8 28.0 25,000 27,000 510,000 93.29 97.37 93.61 2.2 9.5 6,000 5,000 160,000 93.56 97.52 93.87 1.8 6.9 7,500 5,900 140,000 90.52 97.43 91.84

H27 7.8 28.0 25,000 27,000 520,000 93.66 97.69 93.89 2.2 9.5 6,000 5,000 170,000 93.93 97.79 94.16 1.8 6.9 7,500 5,900 160,000 91.06 97.72 92.03

H28 7.8 28.0 25,000 27,000 540,000 94.17 97.47 94.28 2.2 9.5 6,000 5,000 190,000 94.48 97.64 94.58 1.8 6.9 7,500 5,900 160,000 91.76 97.68 92.26

H29 7.8 28.0 25,000 27,000 540,000 94.67 97.32 94.71 2.4 9.5 7,000 8,000 190,000 94.81 97.37 94.85 2.2 6.9 8,500 6,400 160,000 92.72 97.19 92.90

H30 8.3 - 26,300 30,000 580,000 93.94 95.47 93.94 2.6 - 8,100 9,400 190,000 93.94 95.43 93.95 2.3 - 9,100 7,200 160,000 91.35 95.67 91.41

R1 8.3 - 26,300 30,000 610,000 94.11 96.70 94.12 2.6 - 8,100 9,400 190,000 94.12 96.69 94.12 2.3 - 9,100 7,200 160,000 91.79 97.58 91.81

R2 8.3 - 26,300 30,000 630,000 95.33 95.33 2.6 - 8,100 9,400 190,000 95.32 95.32 2.3 - 9,100 7,200 170,000 93.21 93.21

R3 8.3 - 26,300 30,000 630,000 2.6 - 8,100 9,400 190,000 2.3 - 9,100 7,200 170,000

資料４　国保税率及び収納率の推移

    （単位：円、％）

※色付きの部分が変更点

税　　　　　率 収　納　率 税　　　　　率 収　納　率税　　　　　率 収　納　率


